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災害等に対して市民の安全・安心な暮らしを守る住宅政策について

① 耐震化の促進

② 密集市街地・細街路対策

③ 応急仮設住宅の検討など
平時からの準備

■ 災害等に備えた平時からの対応

・ 住宅単体（点）

・ 地域・まち（面）

・ 大規模災害への
対応（全体）

平時から，災害に備え，被害を最小限に抑えるためのまちづくりや住宅の安全
性の確保を行うとともに，大規模災害の発生後に迅速に応急救助を行うための
体制整備を進めていく必要がある。



２

家屋被害（家屋大破率の分布）

全壊 半壊 一部損壊 被災戸数

北 区 17,500 6,500 1,800 25,800

上京区 11,100 6,300 8,200 25,600

左京区 24,000 8,200 8,100 40,300

中京区 9,400 5,100 12,200 26,700

東山区 9,700 2,700 3,000 15,400

山科区 7,100 3,800 15,700 26,600

下京区 8,300 2,900 10,600 21,800

南 区 6,600 1,300 13,400 21,300

右京区 2,200 1,700 10,000 13,900

西京区 700 600 9,500 10,800

伏見区 21,200 5,200 19,400 45,800

市全域 117,800 44,300 111,900 274,000

京都市における被災想定

大規模地震（花折地震の想定）（京都市第３次地震被害想定 平成15年10月策定）

※平成15年時点の京都市内の住宅の耐震化率：69.3%



３

京都市における被災想定

ハザードマップ（水害・土砂災害）

桂川の氾濫による影響想定 鴨川の氾濫による影響想定



① 耐震化の促進

住宅の耐震化の取組状況

〇 住宅の耐震化については，「京都市建築物耐震改修促進計画」に基づき，耐震化の促進を図っている。
〇 市営住宅の耐震化については，「京都市市営住宅ストック総合活用計画」において耐震化の目標を設定
し，同計画に基づき，耐震化を促進することとしている。

〇 計画期間の中間年に当たる令和２年度は，計画の点検と検証を行っている。

京都市建築物耐震改修促進計画

計画では，京都に息づく「ひと」と「まち」の“いのち”を守る という基本コンセプトを掲げ，人々の
つながりを醸成しながら，住宅・建築物の更なる耐震化を進めることとしている。

（計画期間：平成２８年３月～令和７年度末の１０年間）

主な施策と取組状況

〇 住宅リフォーム工事に併せて耐震化を支援する「まちの匠の知恵を活かした京都型耐震支援
事業」を核として，木造住宅の耐震化支援制度を継続実施している。

〇 密集市街地や京町家の保全・活用に関する施策と連携し，防火改修補助メニューの創設
及び京町家の耐震改修補助メニューの拡充を図った。

〇 大工，左官，板金，瓦屋，建築士といった実務者である「まちの匠」の方々と京都市の関係者
で構成する耐震改修促進ネットワークを構築し，専門家による相談体制，情報発信及び人材
育成等を積極的に取り組んでいる。

制度創設から令和元年度末までの実績数
診断：４，４８０戸 計画作成：５７９戸 耐震改修：５，５７２戸

４



耐震化率 耐震化率の目標値

平成２７年度末 令和２年度末 令和７年度末

８４.７％ ９０.０％ ９５.０％

耐震化率の推計値

令和２年度末

９０.０％

まちの共汗地区数

令和２年度末で１００地区

令和元年度末

７２地区

住宅の耐震化率は中間目標を
達成見込み。

目標の達成状況

今後の取組

まちの共汗地区数‥学区単位で耐震化に取り組むための新た
な指標として「まちの共汗地区数」を掲げ，地域の「まちの匠」と
自主防災組織等が連携して啓発に取り組んでいる。

計画では，建築物の分類（住宅，特定建築物，市有建築物）ごとに耐震化の目標を設定し，市内
建築物の耐震化に取り組んでいる。
令和２年度末における，住宅に関する目標の達成状況は，以下のとおり。

〇 引き続き，計画に掲げる「耐震化の促進に関する方針」に基づき，「耐震化の促進を図るため
の施策」に取り組んでいく。

【耐震化の促進を図るための施策（住宅に関するもの）】

〇 市民の費用負担を軽減する支援制度
〇 市民の主体的な取組を促す普及啓発
〇 市民が耐震化に踏み出すための環境整備

① 耐震化の促進

５



② 密集市街地・細街路対策

６



② 密集市街地・細街路対策

７



② 密集市街地・細街路対策

８

これまでの主な取組

〇 平成２４年７月に，歴史都市京都における安心安全な市民生活の確保のため，災害に強いま
ちの実現に向け，「歴史都市京都における密集市街地対策等の取組方針」及び「京都市細街路
対策指針」を策定し，密集市街地・細街路対策に取り組んできた。

〇 歴史的に培われてきた景観やコミュニティを維持・継承していくため，既存の町並みを基本に，
着実に防災性を高める「修復型のまちづくり」を実施

〇 拡張整備を前提とした建替えに限らず，歴史的に形成された道の形態や景観，コミュニティな
ど，細街路の状況や特性に応じた取組を可能とする制度の充実に取り組んだ。



② 密集市街地・細街路対策

９

〇 優先地区を中心とする防災まちづくりの取組地区では，地域の防災上の課題の把
握や課題改善に向けた体制の構築をはじめ，地域の防災まちづくり計画が策定され，
防災意識の向上が図られた。

〇 防災まちづくりの取組地区を中心に，袋路の２方向避難の確保や老朽木造建築物
の除却による空地の創出など，短期的に対応可能な防災性向上に資するハード改善
の取組が進んだ。

〇 歴史的に形成された道の形態や景観，コミュニティなど，個々の細街路の状況や
特性に応じた取組に対する制度の整備が進んだ。

〇 地域が主体となり，防災まちづくりの取組を継続的に取り組んでいくことが必要。
また，短期的なハード改善に加えて，中長期的なハード改善の取組に結び付けていく
ことも課題である。

〇 沿道全体での合意形成や始端部土地所有者の協力が課題となり，建物更新を誘
導する規制誘導策（道路指定制度，連担建築物設計制度）の利用件数が少ない。

〇 幅員１．８ｍ未満の袋路など，個別の建物更新が困難な敷地が存在する。

〇 極小の袋路や狭小な宅地が集積するエリアにおいては，既存の個別課題の対策
だけでは，十分な改善を図ることが難しく，街区の防災性や住環境の向上に資する路
地単位での取組（路地再生）等の促進が必要

取
組
成
果

現
在
の
課
題

令和３年３月に「地震時等に著しく危険な密集市街地」の整備目標を掲げる
国の住生活基本計画が見直しされることに伴い，本市も「歴史都市京都に
おける密集市街地対策等の取組方針」の見直しを進めている。



〇 これまでは，災害救助法による救助の実施は，都道府県が行うことに
なっていたため，京都市では，市内における建設型応急仮設住宅の建設
候補地（オープンスペース）の選定・確保について検討を行ない，京都
府に情報提供を行っていた。

〇 災害救助の円滑かつ迅速な実施を図るため，平成３１年４月１日に
災害救助法が改正され，従来は都道府県が実施する事務について，政令
市が申請することにより，自らの事務として被災者の救助を行うことを
可能にする制度が創設された。

〇 京都市においても，当該規定を活用し，令和２年４月１日に救助実施
市の指定を受け，救助の実施主体となった。

＜災害救助法による救助のうち，住宅に係る救助＞
〇 応急仮設住宅の供与
・ 民間賃貸住宅の借上げによる賃貸型応急住宅の供給
・ プレハブ等による建設型応急住宅の供給

〇 住宅の応急修理

大規模災害を想定した平時からの準備

③ 応急仮設住宅の検討等の平時からの準備について

１０



＜参考＞発災から恒久的な住宅確保までのフロー図
（花折地震の発災を想定）

１１

※半壊：44,300棟
※一部損壊：111,900棟

建設型応急住宅
借上型応急住宅
（民間賃貸住宅）

公営住宅等
約５，０００戸
（※２）

（※１）阪神淡路大震災などの過去の震災における実績を基にした

応急仮設住宅（賃貸型応急住宅を含む。）の必要戸数割合

（※２）熊本地震における各自治体（熊本県を除く。）の

公営住宅等の受入れ可能戸数

（参考）熊本市の借上げ型応急仮設数：約８，４００戸



１２

大
規
模
災
害
の
発
生

住
宅
に
係
る
救
助

市
営
住
宅
等

応
急
仮
設
住
宅

民
間
住
宅
等

3時間 12時間 24時間 72時間 1週間 2週間

市営住宅等（事業用地含む。）の被害状況の確認

一時入居実施の可否の判断

一時入居募集の実施

応急仮設住宅の必要戸数の算出
借上げ応急仮設住宅の要請（不動産団体へ）

建設型応急仮設住宅の建設準備（プレ協への要請）

建設型応急仮設住宅の戸数
の決定，建設用地の選定

被災者向けの住宅等に関する情報提供

提供可能な民間住宅等の空き家情報の入手
（民間不動産団体・UR・他の公営住宅）

住宅の応急修理業務

＜参考＞被災直後の対応イメージ（大規模災害発災を想定）



１３

応急仮設住宅の供給の考え方について

③ 応急仮設住宅の検討など，平時からの準備について

■ 京都市における応急仮設住宅の供給の考え方の転換

・ 建設型応急住宅は，設置に少なくとも２箇月程度を要し，また，近年
の災害では，居住性能の向上等により費用が高騰（一昨年の台風１９号
の際：約１，２００万円／戸）しているため，発災後の迅速な住宅供給
などの観点から，賃貸型応急住宅の供給により対応することを基本と
し，平時からの準備を進める。

〇 発災時にできるだけ迅速に民間賃貸住宅を供給するための実効性
のある不動産関係団体等との協議・連携

〇 賃貸型応急仮設住宅として供与可能な賃貸住宅の戸数の確保

平時からの準備としては，
例えば，以下の検討が必要

〇 建設型応急仮設住宅の建設の想定
（公園などのオープンスペースにおける建設のシミュレーション等）



１４

賃貸型応急仮設住宅の検討について

③ 応急仮設住宅の検討など，平時からの準備について

〇 不動産関係団体や京都府と，平時から連携し，大規模災害を想定
した連携体制の確保，役割分担，条件・ルール整備，マニュアルの
作成等，継続的な協議を実施している。

〇 また，日本賃貸住宅管理協会 京都府支部と合同で，東日本大震災
や熊本地震等の際の民間賃貸住宅の借り上げ応急仮設住宅の課題等を
参考とした勉強会（令和元年１１月実施）を実施するなどしている。

■ 発災時にできるだけ迅速に民間賃貸住宅を供給するための実効性の
ある不動産関係団体等との協議・連携

＜現在の取組状況＞

■ 賃貸型応急仮設住宅として供与可能な賃貸住宅の戸数の確保

＜現在の取組状況＞
〇 株式会社リクルート住まいカンパニーの協力を得て，ＳＵＵＭＯに掲載され
ている京都市内の民間賃貸住宅の空き物件の情報を基に供給可能戸数について
検討を進めるとともに，年間を通して，概ね対応可能な民間賃貸住宅の空き住
戸等が供給されていることを確認



１５

＜参考＞ＳＵＵＭＯに掲載されている市内における民間賃貸住宅の空き住戸

③ 応急仮設住宅の検討など，平時からの準備について

株式会社リクルート住まいカンパニーの不動産・住宅サイト SUUMO（スーモ）に掲載さ
れていた京都市内の賃貸マンションの空き住戸の内訳

間取り ５万円未満 ５～７万円 ７万円以上 合計

１Ｒ，１Ｋ，１ＤＫ １４，８８３戸 ８，７９６戸 １，７１３戸 ２５，３９２戸

間取り ６．５万円未満 ６．５～８万円 ７万円以上 合計

１ＬＤＫ，２Ｋ，２ＤＫ ３，１６９戸 １，３２９戸 １，５１５戸 ６，０１３戸

間取り ７万円未満 ７～１０万円 １０万円以上 合計

２ＬＤＫ，３Ｋ，３ＤＫ １，２１３戸 １，６２７戸 ９３８戸 ３，７７８戸

間取り １０万円未満 １０～１２万円 １２万円以上 合計

３ＬＤＫ，４Ｋ，４ＤＫ
以上

１，１７８戸 ３２７戸 ７７２戸 ２，２７７戸

間取りと月額家賃別の賃貸マンション物件数（令和２年６月第３週時点）

上記の住戸のうち，全体の約８割までの
家賃設定（高額家賃を除く。）の住戸

計３２，５１６戸

※民間賃貸住宅が不足する場合は，建設型応急仮設住宅で対応



１６

建設型応急仮設住宅の検討について

③ 応急仮設住宅の検討など，平時からの準備について（参考）

公共用地を元に，建設型応急仮設住宅の供給シミュレーションを実施

■ 建設型応急仮設住宅の建設の想定
（公園などのオープンスペースにおける建設のシミュレーション等）

＜現在の取組状況＞

小中学校の用地を除き，５，０００㎡以上の公共用地を建設候補地としてピックアップ

優先順位① 運動施設 約３８４，３００㎡ →約３，８００戸
優先順位② 大学・元小学校 約１５，１００㎡ →約 １５０戸
優先順位③ 公園 約１７５，５００㎡ →約１，７５０戸

小中学校の用地を除き，約１０，０００戸分しか確保できない。

計 約５，７００戸分

小中学校の用地を除き，１，０００㎡～５，０００㎡未満の公共用地を建設候補地として
ピックアップ

優先順位④ 運動施設 約１１，５００㎡ →約 １１０戸
優先順位⑤ 元小学校・中学校 約６７，０００㎡ → 約 ６７０戸
優先順位⑥ 駐車場・駐輪場 約１０，８００㎡ → 約 １００戸
優先順位⑦ 公園 約３４９，３００㎡ → 約３，５００戸

計 約４，３００戸分



災害等に対して市民の安全・安心な暮らしを守る住宅政策について

① 耐震化の促進

② 密集市街地・細街路対策

③ 応急仮設住宅の検討など平時からの準備

まとめ

引き続き，京都市建築物耐震改修促進計画に基づき，
住宅の耐震化を進める。

「歴史都市京都における密集市街地対策等の取組方針」
の見直し等を行いながら，既存の町並みを基本に，着
実に防災性を高める「修復型のまちづくり」を進める。

・平時から大規模災害の発災を想定し，京都府や関係
団体等との連携・協議を継続的に実施するとともに，
発災を想定した実効性のある準備・検討を進める。

・住宅の応急修理業務等については，具体的な検討が
進んでいないため，早急に準備・検討を進める。 １７


